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センターの活動状況 

●1 

Ⅰ 賛助会員サービス等の実施状況 
 

(1) (1) (1) (1) 平成17171717年度賛助会員講演会    
 
 賛助会員及びご支援機関の方々を対象とした平成17年度最後の賛助会員講演会を以下のとおり平成18年3

月30日（木）東海大学校友会館において開催しました。 

①「北欧の低中レベル処分の安全基準におけるALARA、BAT、リスク評価の考え方について」 
 
 当センター「基準・規格調査研究プロジェクト」の関口高志が、標記
演題名でフィンランド、スウェーデンでの処分の規制の考え方と安全基
準等について、ICRP等の国際的な基準等の考え方を踏まえ概要を紹介致
しました。 

 

 

 

②「平成18年度事業計画等」報告 
 
 当センター企画部長 菅原 彰より、平成18年度事業計画、研究テーマ等の概要を紹介致しました。 

 

(2) (2) (2) (2) 平成18181818年度賛助会員講演会    
 
 平成18年度第1回の賛助会員講演会を平成18年5月19日（金）虎ノ門パ
ストラルにおいて開催しました。 

 フランスANDRAより Gérald OUZOUNIAN氏 Jean-Louis TISON氏をお
招きし、「フランスの放射性廃棄物管理に関する最近の動向」と題し、処
分場の操業の状況、極低レベルから高レベル放射性廃棄物までの廃棄物
管理、提案されている新しい法律、地下研での研究等幅広い内容につい
て講演いただきました。 
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Ⅱ センターの運営状況 
 

第22回評議員会開催 
 
 平成18年3月6日（月）開催の第22回評議員会において、一般会計、最終処分資金管理業務及び再処理等資
金管理業務に関する平成18年度事業計画及び収支予算並びに本年3月末をもって任期満了となることに伴う
全役員の選任について付議し、それぞれ原案のとおり承認されました。 

 今回の役員の改選により、次の方々が交代されました。 

（敬称略） 

区 分 退 任 者 新 任 者 新任者所属・役職 

理 事 坪谷 隆夫（常 勤） 鳥井 弘之（非常勤） 東京工業大学原子炉工学研究所 教授 

理 事 木阪 崇司（非常勤） 成合 英樹（非常勤） （独）原子力安全基盤機構 理事長 

 

第66回通常理事会開催 
 
 平成18年3月9日（木）開催の第66回通常理事会において、一般会計、最終処分資金管理業務及び再処理等
資金管理業務に関する平成18年度事業計画及び収支予算並びに理事長、専務理事及び常務理事の選任並びに
本年3月末をもって任期満了となることに伴う全評議員の選出について付議し、それぞれ原案のとおり承認さ
れました。 

 理事長には板倉治成氏が、専務理事には井上毅氏が、常務理事には米原高史氏がそれぞれ再任され、評議
員については次の方が交代されました。 

（敬称略） 

区 分 退 任 者 新 任 者 新任者所属・役職 

評議員 林  政義 宅間 正夫 （社）日本原子力産業協会 副会長 

 

平成18年度最終処分資金管理業務に関する事業計画書及び収支予算書の認可 
 
 「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」（平成12年法律第117号）第77条第1項前段の規定に基づき、
平成18年3月9日付けにて経済産業大臣に認可の申請を行い、同年同月23日付けをもって認可を受けました。 

 

平成18年度再処理等資金管理業務に関する事業計画書及び収支予算書の認可 
 
 「原子力発電における使用済燃料の再処理等のための積立金の積立て及び管理に関する法律」（平成17年法
律第48号）第12条第1項前段の規定に基づき、平成18年3月9日付けにて経済産業大臣に認可の申請を行い、同
年同月27日付けをもって認可を受けました。 
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放射性廃棄物処分に於けるセメント系材料の役割 

1. はじめに 

 放射性廃棄物の処分（以下「処分」という）にお
いて、放射性廃棄物をドラム缶をはじめとした容器
に充填する際の充填材として、あるいは、処分施設
を構成する構造材料としてなど、セメント系材料（こ
こでは、セメントペースト、モルタル、コンクリー
トをセメント系材料と総称する）は様々な役割を、
その要求される特性に応じて担っている。例えば、
一般の土木建築構造物に対する要求である強度及び
力学的耐久性のほか、セメント系材料の持つpH緩衝
性を利用した溶解度制限やセメント系材料への収着
による放射性核種の移行遅延効果などが要求される
特性として考えられる。 

 一方、セメント系材料を用いる上で避けて通れな
い課題として、地下水の組成への影響が挙げられる。
セメント系材料と地下水とが接触することにより、
セメント系材料に含まれる可溶性成分（主にアルカ
リ性の成分）が徐々に溶脱し、周囲の地下水のpHを
上昇させる。また同時に、溶脱に伴ってセメント系
材料の止水性、強度などの諸特性も変化する。周囲
の地下水組成の変化は、同時に用いられるベントナ
イト系材料や天然バリア（岩盤）の性質をも変化さ
せる可能性がある。 

 処分にセメント系材料を用いる際には、処分対象
とする放射性廃棄物およびその処分概念によって異
なる要求特性や、地下水及び他のバリア材料への影
響をも考慮する必要がある。 

 これまでにも、処分においてセメント系材料に期
待される役割についてまとめられた例1) 2) はあるが、
本稿では、既に公表されている処分概念について、
セメント系材料に要求される特性をまとめると共に、
現在、進められている研究・開発の例と、その成果
として得られる、セメント系材料の新たな機能の可
能性について述べる。 

 

2. セメント系材料に要求される特性 

 セメント系材料にもとめられる機能は、建設→操
業→閉鎖（閉鎖後）という、処分における各フェー
ズによって、また表-１に示すように、処分概念によ
って異なる。そのうち高レベル放射性廃棄物の処分
に於いては、セメント系材料に空洞安定性の確保以
外の機能を期待していない。ここでは、それ以外（低
レベル放射性廃棄物及び非発熱性長半減期核種
（TRU廃棄物）の処分概念を対象にセメント系材料

に求められる特性を、物理的安定性、物理バリア機
能および化学バリア機能（セメント系材料それ自体
が持つ特性）に加え、他のバリア材料への影響にま
とめ、それぞれについて述べる。 

 

(1) 物理的安定性 

 前述のように処分場の建設及び操業時には、支保
工によって処分する空洞の安定性を確保し、安全に
緩衝材の施工、容器の定置、充填材の施工、埋め戻
しなどの作業を行えなければならない。また、固形
化材および容器には、容器のハンドリングおよび定
置時の安全性確保の観点から、容器の段積み荷重に
耐える強度、及びハンドリング高さからの落下に対
して、安全性を保てるだけの強度を有する必要があ
る。さらに、構造躯体には、その内部に充填材を施
工することから、充填材から受ける荷重に耐えるこ
とが必要である。 

 このように、物理的安定性に関しては、処分場の
建設及び操業時の安全性確保の観点から要求される
特性が主となっている。 

 

(2) 物理バリア機能 

 セメント系材料に求められる物理バリア機能には、
セメント系材料による隔離と、セメント系材料の止
水性を利用するものとがある。 

 前者は、操業時に放射性核種を容器内部に閉じ込
め、容器からの核種の漏洩を防止する機能である。
また後者は、主に閉鎖後の放射性核種の移行が、地
下水中の拡散及び地下水の移動に伴う移流であるこ
とから、セメント系材料の持つ止水性により地下水
の移動を制限し、また、セメント系材料のもつ低拡
散性により、セメント系材料内の放射性核種の移動
速度を制限することにより、放射性核種の放出およ
び移行速度を低く抑え込むものであり、セメント系
材料を用いるすべての部材に対して潜在的に期待で
きる機能であると考えられる。 

 セメント系材料に物理バリア機能を期待する場合、
セメント系材料中の地下水の移動速度が十分に低く
保たれていることが必要である。そのためには、セ
メント系材料自身の透水係数を小さく抑えた上で、
ひび割れ及び打ち継ぎ目等の高透水部や欠陥を作ら
ないこと、または、緩衝材（ベントナイト系材料）
などによる拡散場の維持など、工学的な工夫が必要
である。しかし、ひび割れを全く有さないセメント
系構造物の製作はきわめて困難であるため、セメン
ト系材料の物理的閉じ込め機能は潜在的には存在す 
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表-1 低レベル、高レベル及びTRU廃棄物の処分概念と、各処分概念でセメント系材料に期待される機能 
 

対象 低レベル廃棄物 非発熱性長半減期廃棄物（TRU 廃棄物） 高レベル廃棄物 

処分概念 

雨や雪

土砂等

雨や雪

植生

ベントナイト混合土
ポーラスコン
クリート層

充填材

岩盤

雨や雪

土砂等

雨や雪

植生

ベントナイト混合土
ポーラスコン
クリート層

充填材

岩盤
 

日本原燃株式会社 Ｗｅｂ Ｓｉｔｅ3) 

 

TRU 廃棄物処分技術検討書-第２次 TRU 廃

棄物処分研究開発取りまとめ-4) 

 

岩盤

岩盤

横置き方式の概念 オーバーパック

ガラス固化体

緩衝材

坑道埋め戻し材

緩衝材

オーバーパック

ガラス固化体

岩盤

岩盤

竪置き方式の概念

岩盤

岩盤

横置き方式の概念 オーバーパック

ガラス固化体

緩衝材

坑道埋め戻し材

緩衝材

オーバーパック

ガラス固化体

岩盤

岩盤

竪置き方式の概念
 

 

『わが国における高レベル放射性廃棄物地層処分

の技術的信頼性』 ─地層処分研究開発第２次取

りまとめ─ 分冊２：地層処分の工学技術 5) 

固形化材 

・操業中の放射性核種の漏出防止 

・容器内部を充填することで埋設荷重に耐

える十分な強度を持たせる 

・容器内をアルカリ性に保つことで、放射性

核種の溶解度を一定に保つ 

・セメント系材料への放射性核種の収着に

よる移行抑制 

・容器内の熱伝導率を高め、廃棄物から発

生する熱を放散する 

・セメント系材料の低透水性による放射性

核種の移行遅延 

・操業中の放射性核種の漏出防止 

・１次容器（ドラム缶など）内を充填し、放射性

核種の漏洩を抑制する 

・容器内部を充填することで埋設荷重に耐え

る十分な強度を持たせる 

・セメント系材料への放射性核種の収着によ

る移行抑制 

・容器内の熱伝導率を高め、廃棄物から発生

する熱を放散する 

・セメント系材料の低透水性による放射性核

種の移行遅延 

・代替技術として、放射性核種（I-129）のコン

トロールリリース 

（廃棄物はガラス固化体である） 

容器 

（パッケージ） 

・操業中の放射性核種の漏出防止 

・１次容器の定置及び充填材施工の効率化 

・埋設荷重に耐える十分な強度を持たせる 

・廃棄物から発生する熱の放散 

・セメント系材料の低透水性による放射性

核種の移行遅延 

・操業中の放射性核種の漏出防止 

・１次容器の定置及び充填材施工の効率化 

・埋設荷重に耐える十分な強度を持たせる 

・廃棄物から発生する熱の放散 

・セメント系材料の低透水性による放射性核

種の移行遅延 

・代替技術として、放射性核種（C-14)の長期

閉じ込め 

（パッケージ（オーバーパック）の材質は炭素鋼（代

替技術としてチタン合金、銅など）であり、1,000 年

間の物理的閉じ込めを機能とする） 

充填材 

・容器間のすき間の充填により、埋設荷重

に耐える十分な強度を持たせる 

・施設内をアルカリ性に保つことで、放射性

核種の溶解度を一定に保つ 

・セメント系材料への放射性核種の収着に

よる移行抑制 

・容器内の熱伝導率を高め、廃棄物から発

生する熱を放散する 

・廃棄体および構造躯体の支持 

・地下水の浸入抑制 

・セメント系材料の低透水性による放射性

核種の移行遅延 

・容器間のすき間の充填により、埋設荷重に

耐える十分な強度を持たせる 

・セメント系材料への放射性核種の収着によ

る移行抑制 

・容器内の熱伝導率を高め、廃棄物から発生

する熱を放散する 

・廃棄体および構造躯体の支持 

・地下水の浸入抑制 

・セメント系材料の低透水性による放射性核

種の移行遅延 

なし（オーバーパックと緩衝材とが直接接触） 

ポーラス 

コンクリート 
・定置領域への地下水の浸入抑制 

・なし（坑道型の処分形態では周囲は地下水

で満たされており、閉鎖後の排水は行わない

ため、徐々に施設内に地下水が浸入し、やが

て飽和する） 

・なし（坑道型の処分形態では周囲は地下水で満

たされており、閉鎖後の排水は行わないため、

徐々に施設内に地下水が浸入し、やがて飽和す

る） 

セ
メ
ン
ト
系
材
料
を
使
用
す
る
可

能
性
の
あ
る
部
材
と
要
求
特

性 

支保工 ・空洞安定性の確保 ・空洞安定性の確保 ・空洞安定性の確保 

構造躯体 なし 

リファレンスでは鋼製構造躯体。コンクリート

製を用いる場合には以下の機能を潜在的に

期待できる可能性がある 

・パッケージの定置および充填施工の効率化 

・地下水の定置領域への浸入の抑制 

・セメント系材料への放射性核種の収着によ

る移行抑制 

・セメント系材料の低透水性による放射性核

種の移行遅延 

なし（オーバーパックと緩衝材とが直接接触） 

緩衝材 
（ベントナイト系材料の止水性により、施設

への地下水の浸入を抑制） 

（ベントナイト系材料の止水性により、定置領

域の拡散場を維持するとともに放射性核種の

収着によりその移行を抑制） 

（ベントナイト系材料の止水性により、定置領域の

拡散場を維持するとともに放射性核種の収着によ

りその移行を抑制） 

そ
の
他
の
部
材 

埋め戻し材 （施設への地下水の浸入抑制） ・放射性核種の収着によりその移行を抑制 ・放射性核種の収着によりその移行を抑制 

  下線：条件が満たされたとき期待できる機能    斜体：ＴＲＵ廃棄物処分技術検討書 2)で示された代替技術により期待できる機能 

 

埋め戻し材 

緩衝材 

廃棄材 

ｲﾝﾊﾞｰﾄｺﾝｸﾘｰﾄ 

坑道支保工 

横 断 面 図 

緩衝材 
岩盤 

岩盤 

ガラス固化体 岩盤 

緩衝材 

ガラス固化体 

オーバーパック 

岩盤 

オーバーパック 

坑道埋め戻し材 

埋設地略図 
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るが、セメント系材料の性能として取り込むことは
難しい。表-1に示す各概念に於いても、緩衝材によ
る止水バリアにより、廃棄体の定置領域内の地下水
の移動を制限することで、セメント系材料に物理的
閉じ込め機能を期待しない概念を採用している。ま
た、物理バリア機能を期待するためには、ひび割れ
や打ち継ぎ目の存在しない低透水性のセメント系材
料を作製した場合にも、長期間地下水と接すること
による水溶性成分の溶脱に伴って、セメント系材料
の止水性は変化するため、その変化を十分に予測し、
必要な期間その性能が維持されることを示すことが
必要である。言い換えれば、ひび割れを有さない（ま
たは止水性に影響を及ぼさない大きさのひび割れし
か有さない）セメント系構造物を製作することがで
き、地下水との反応による止水性（透水係数）の変
化を予測することができれば、その物理バリア機能
を活かせるものと考えられる（表-1に下線で示した）。
3.で述べるようように、セメント系材料の物理バリ
ア機能を積極的に利用する技術の検討・開発も行わ
れている。 

 

(3) 化学バリア機能 

 セメント系材料に期待される化学バリア機能には、
アルカリ性による溶解度制限と、放射性核種の収着
による移行抑制（遅延）とが考えられている。 

 核種の溶解度は、その環境による化学形態の変化
（価数やアコ錯体の形成等）や溶解度制限固相の変
化（水酸化物の沈殿等）により変化する。そのため、
評価の対象期間の短い（短半減期の核種が対象核種
となっている）低レベル放射性廃棄物の処分に於い
ては、施設内のアルカリ性の維持機能をセメント系
材料に期待している。一方、長半減期核種を多く含
むTRU廃棄物の処分においては、地下水との反応に
よるセメント系材料の組成変化に伴い、処分場内の
環境が長期的に変遷するため、その変遷に伴った各
核種の溶解度の変化を含めた評価を実施している。
言い換えれば、処分場周辺のアルカリ性化による核
種の溶解度の変化は、バリア機能としてではなく、
長期間にわたる処分場性能の変遷の一部として取り
扱われている。 

 一方、放射性核種の収着による移行抑制機能は、
いずれの概念においても期待されている。放射性核
種の収着能は、固相／液相の分配係数として表現さ
れる。例えば、ある核種のセメント系材料に収着し
た核種の固相中の濃度（mol/kg)と地下水中の濃度
（mol/l)との比がaであったときの分配係数はa(l/kg）
である。従って、吸着または吸収により、放射性核
種を高濃度で保持できるほど、高い分配係数を示し、
放射性核種の移行遅延効果も大きい。分配係数は、
収着媒体である固相の表面の状態（電荷や地下水と
接触する鉱物の組成など）によって変化する。また、

セメント系材料の表面状態は、その地下水環境およ
びセメント系材料自身の変遷によって変化する。そ
のため、TRU廃棄物の処分においては、セメント系
材料の組成変化およびそれに伴う地下水の液性（pH、
イオン強度等）の変化に応じた分配係数を設定する
ことで、処分場の長期性能を評価している。 

 

(4) 他のバリア材料への影響 

 これまでに述べてきたように、地下水との反応に
よりセメント系材料に含まれる可溶性鉱物が溶脱し、
セメント系材料自身の物理的特性および物理・化学
バリア機能が変化する。また、セメント系材料から
溶脱した成分（主にアルカリ成分およびカルシウム）
の影響を受けて、周囲の地下水の液性も変化する。
さらにセメント系材料からの溶脱成分は、処分場内
の他の材料と反応し、その性質を変化させる。 

 例えば緩衝材として用いられるベントナイト系材
料は、セメント系材料から溶脱するカルシウムと反
応し、カルシウム型化、ゼオライト化など6) により、
その性能が変化する。緩衝材には、放射性核種の収
着に加え、その止水性により処分場内の拡散場を保
ち、放射性核種の移行を遅延させる効果が期待され
ているため、セメント系材料の影響によるこれら変
質は、処分場全体の性能に大きな影響を与えること
が懸念されている。 

 また、天然バリアとしての機能が期待されている
処分場周辺の岩盤についても、緩衝材と同様に、セ
メント系材料の溶脱に伴って供給されるアルカリ成
分およびカルシウムによってカルサイトやC-S-Hの
生成等の変質を生じる7) ことや、岩盤を構成する鉱
物の溶解による止水性の低下が懸念されている。 

 これら緩衝材及び周辺岩盤への影響に加え、高レ
ベル廃棄物の処分においても、地下水の高アルカリ
性化は、オーバーパックの腐食形態を変化させ、そ
の寿命に影響を及ぼす可能性が指摘されている8)。 

 セメント系材料の地下水との反応は、上述のよう
な他のバリア材料の機能変化の基点となる現象であ
ることから、その変質過程（セメント系材料の鉱物
相の変化及び平衡となる地下水組成）のモデル化検
討が数多く行われており9)～12)、その結果が処分場の
長期性能の評価に用いられている。 

 

3. セメント系材料の新たな機能の可能性 

(1) セメント系材料の物理バリア機能の利用 

 前節で述べたとおり、既存の概念において、セメ
ント系材料に期待される主な機能は、核種の収着に
よる移行遅延機能であった。これは、セメント系材
料に不可避なひび割れの発生とその進展に対して、
長期評価が困難であったことに起因している。この
ことは、収着性の十分に期待できない化学種
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（I-129,C-14など）に対しては、バリア機能を十分
に発揮できないことを意味している。 

 しかし、これまで潜在的に期待できるに過ぎなか
った、物理的閉じ込め機能についても、セメント系
材料のひび割れ発生を制御し、止水性に影響を及ぼ
すようなひび割れを起こさない施工技術及び材料が
開発されることにより、積極的に機能として評価す
ることが可能になり、これら非収着性の核種に対し
てもその影響を低減できるものと考えられる。 

 セメント系材料の物理バリア機能の利用例として、
日本原燃株式会社が計画している次期埋設施設にお
いては、図-1に示すように、緩衝材に低透水性を、
充填材に低拡散性を期待する概念が検討されている。
このようにセメント系材料に低拡散性を期待するた
めには、前節で述べたように施設の止水性が保たれ
ていることが必要である。この例では緩衝材（ベン
トナイト）によって施設の止水性を担保し、施設内
を拡散場に保つことで、セメント系材料の低拡散性
を期待できるように考えられている。 

 また、緩衝材の機能に係わらず、セメント系材料
による放射性核種の隔離を試みている例としては、
当センターが経済産業省からの委託を受けて実施し
ている、廃棄体開発調査において開発中のC-14の長
期閉じ込め技術14) が挙げられる。この技術は、高強
度高緻密コンクリートによって容器を一体成形し、

図-2に示すように、その低透水性（透水係数：
4×10-19m/sec）を利用して、6万年間にわたって地下
水との接触による廃棄物の放出を抑制するものであ
る。C-14の半減期は約5,730年であるため、6万年間
の閉じ込め期間を設けることによって、その影響を
約1/1,000にまで低減できる。この技術はTRU廃棄物
処分技術検討書4) において、C-14による影響の低減
のための代替技術として紹介されている。 

 

(2) セメント系材料を用いた核種の収着能の向上 

 放射性核種の移行抑制機能として、各バリア材料
に期待されている放射性核種の収着は、それぞれの
バリア材料に固有のものである。そのため、天然の
鉱物であるベントナイト系緩衝材や天然バリアの放
射性核種の収着能をコントロールすることは困難で
ある。 

 一方、セメント系材料は工業製品であり、その組
成を目的に応じて制御することが可能である。 

 当センターが経済産業省からの委託を受けて実施
している、ヨウ素固定化技術調査では、TRU廃棄物
処分における重要核種であるI-129をIO3

-の形態で固
定化するセメント系材料を、ヨウ素固定化技術のひ
とつとして開発している15)。I-129は、地質媒体およ
びセメント系材料への収着分配係数が小さいため、
人工バリア及び天然バリアによる移行抑制効果を得
ることが難しいが、セメント系材料の構成鉱物であ
る、エトリンガイト（AFt）およびモノサルフェー
ト相（AFm）のSO4

2-と置換することが知られており、
AFtおよびAFmの含有量の多いセメント系材料を用
いる事により、十分な移行抑制効果を期待すること
ができる（図-3）。この技術はTRU廃棄物処分技術検
討書4) において、I-129による影響の低減のための代
替技術として紹介されている。 

 

 

図-１ 低拡散層を設けた施設概念の例13) 

 

 

図-3 セメント系材料によるヨウ素 
固定化の概念 

 

 

図-2 コンクリート容器によるC-14の 
長期閉じ込めの概念図 
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 このようにセメント系材料は、その組成を制御す
ることにより特定の性能を強化する事が可能である
が、組成の変化に応じて他の性質（物理的安定性、
物理バリア機能および地下水組成への影響）も変化
するため、適用する部材に対する要求特性（表-1）
を満足できることが必要である。 

 

(3) 他のバリア材料への影響の低減 

 前述の通り、セメント系材料と地下水との反応は、
各バリア材料の性能変化の基点となる事象である。
従ってセメント系材料からのアルカリ成分およびカ
ルシウムの溶脱を抑制することにより、処分場の性
能の変化を小さく抑えることができると考えられる。 
 このような考え方に基づいて、低アルカリ性セメ
ントの開発が行われている。低アルカリ性セメント
としては、ポルトランドセメント16) にシリカ微粉末
やフライアッシュなどのポゾラン材料を多量に添加
した混合セメント系と、セメント鉱物の組成を制御
した特殊セメント系とが研究されている。前者の例
としては、日本原子力研究開発機構で開発されてい
るHFSCがある。HFSCは普通ポルトランドセメント16)

（OPC）または早強セメント16）（HPC）にフライア
ッシュ（FA）及びシリカフューム（SF）を大量に添
加したセメントである。SAおよびSFがOPCまたは
HPCに含まれるアルカリ成分及びカルシウムを消費
することによって、硬化体にCa(OH)2をはじめとし
た易溶性鉱物をほとんど含まないため、カルシウム
の溶脱を抑制できる17）～19）。HFSCは、オーバーパッ
クの腐食挙動への影響低減のために、高レベル放射
性廃棄物の処分への適用が検討されている20）。また、
後者の例としては、電力中央研究所で検討が進めら
れているLACがある。LACはセメント原料の組成を
制御することにより、硬化体の主成分をエトリンガ
イトとしたものであり、影響を受けた地下水のｐH

を10.3程度（OPCでは12.6程度）に抑えたものであ
る21）,22)。 

 これら低アルカリ性セメントの使用によって、セ
メント系材料の変質に伴う他のバリア機能への影響
を低減できる可能性があるが、その使用にあたって
は、工業的な生産性、経済性等を考慮すると共に、
変質に伴う低アルカリ性セメント自身の性質の変化
（物理的安定性や透水性など）を含めて検討する必
要がある。 

 低アルカリ性セメントは、硬化体に含まれる溶脱
成分の量または鉱物種を積極的に制御することによ
って、他のバリア材料への影響を低減させる技術で
あるが、前述の通り、他のバリア材料への影響は、
セメント系材料中のアルカリ及びカルシウムの溶脱
がその原因であるため、溶脱量の少ないセメント系
材料、言い換えれば化学的耐久性の高いセメント系
材料を使用することで、低減する事ができるものと

考えられる。セメント系材料の化学的耐久性を高め
る方策としては、普通セメントに代わる材料として、
フライアッシュセメントをはじめとした混合セメン
ト16) の使用が考えられる。混合セメントはポルトラ
ンドセメントにフライアッシュ、高炉スラグ、シリ
カ質微粉末などの混合材を加えたセメントであり、
普通セメントと比較して相対的にアルカリ量および
カルシウム量が少なく、また、硬化体中に含まれる
Ca(OH)2量も少ないため、他のバリア材料に及ぼす
影響も小さく、セメント系材料自体の変質に伴う透
水性の変化も小さい事が考えられる。 

 

4. おわりに 

 既存の概念に於いては、セメント系材料に期待さ
れる主な機能は、建設・操業時の物理的安定性と、
核種の収着による移行遅延機能であった。これは、
セメント系材料に不可避なひび割れの発生とその進
展にたいしての長期評価が困難であったことに起因
している。また、セメント系材料は、他のバリア材
料の性質の変化の原因であり、その使用により処分
場の性能評価を複雑なものにしている。一方、処分
場の建設及び操業を考えたとき、（特に我が国におい
ては）ほとんどの地質環境及び処分概念でセメント
系材料の使用は避けて通ることができないと考えら
れる。従って、放射性廃棄物処分の安全性を向上さ
せるためには、前述のような評価上の制限や欠点を
克服していくことが必要不可欠である。そのため、
セメント系材料に関しての新たな試みは、本稿で述
べた技術に限らず幅広く実施されている。 

 それら新たな試みや、既存の材料・技術に関する
データの拡充によって、処分の信頼性が向上し、よ
り安全性の高い概念が構築されることを期待する。 
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